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はじめに　自己紹介	

自治労本部・教育センター担当職員	

1997年入職	

子育てと仕事の両立（？）に奮闘中	
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講座の目的	

•  「セーフティーネット」としての公共サービス
の仕事について認識する。	

•  公共サービスの意義について考える。	
•  公共サービスの諸問題について考える。	
•  公共サービスで働く人の労働組合がとの
ように関わって役割があるのか考える。	

・公務員を目指そう、目指そうかな、という人には貴重
な現場の情報源となります。	
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Ｗｈａｔ‘ｓ 
自治労	

●自治労の組合員は？	

　→組合員　819,092人 

自治体の正規職員 
　　　　　　　約69万人	

臨時・非常勤職員 
　　　　　　　　　４万人	

委託先など 
民間企業の労働者 
　　　　　　　　　５万人	

が加入。	 4 



Ｗｈａｔ‘ｓ 
自治労	

•  職種は公務員事務職のほか、保育士4.8
万、看護師7.7万、給食調理員1.8万、学校
用務員1.3万、図書館司書、各種相談員な
ど生活に密着した専門職も多数。 

•  1992年～　公務員労組から「地域」「公共
サービス」の労働者全体の労働組合に変
身中。	
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Ｗｈａｔ‘ｓ 
自治労	

•  組合員の生活水準を向上させ、労働者の権
利を守ること。	

•  やりがいのある仕事ができるように話し合っ
たり、考える場を提供すること。	

•  社会正義を実現すること。	
•  労働者相互の助け合いとして、組合員への
直接サービス事業を行うこと。	
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自治労の４つの目標	
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公営企業
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①教育（学校教員）

②教育（事務・社会教
育・給食・保健体育）

③一般行政

④福祉のうち民生
（保育・介護・福祉）

⑤福祉のうち衛生
（保健所・保健セン
ター）

⑥公営企業
（交通以外）

⑦公営企業
（交通）

⑧消防

⑨警察（警視庁以
外、非管理職）

日本の地方公務員の種類と数	
地方公務員数 
276万8913人※2012年現在	

自治労の対象②～⑥ 
（暖色部分）の非管理職 

自治体正規職員の組合員率 

  →71.1％	
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●正規職員数　総務省調べ※2009年資料	
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日本の地方公務員の種類と数	

自治労寄附講座　地方自治体の仕事と労働組合	

●臨時・非常勤職員数　総務省調べ※2009年資料	

自治労調査によると、　　
70万人に達する見込
→非正規率33.1％　　　　
→組合員率6.8％	
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自治労の加盟する団体	

•  連合（日本労働組合総連合会）…1990年加盟	
　　日本の労働組合の大半が加盟。669万3千人※2012年	

　　自治労のような「産業別労働組合」の連合体 
　　　◇雇用者数5,528万人→組合員率17.9％ 

•  ＰＳＩ（国際公務労連） 
　　世界の公務員・公共サービス従事者の労働組合の連合体	

•  国際自由労連（ＩＣＦＴＵ）	
　　最大の労働組合の国際組織。連合を経由して加盟	
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受講すると．．．	

•  公務員をめざす人にとって、モチベーションを高
めるためにも有益な講義です。現場の悩みや苦
労をあらかじめ知っておくことは、面接や入職後
等思いがけない時に役に立つかもしれません。	

•  自治体の行政や立法に関心のある学生にとって
も、有用な情報提供の場となるでしょう。 

•  今後、どこで自治体・公務員と仕事上の取引等
が出てくるか、わかりません。知っていることが仕
事上のプラスになることも！	
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